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「緑の経済成長(Green Growth)」の
 

必要性
• 2050年に温室効果ガス(GHG)を世界で半減、先進

 国で80％削減するには、経済構造そのものを「低炭
 素経済(Low Carbon Economy)」に転換する必要。

• そのためには、「緑の経済成長」が必要であり、また
 それは実現可能。

• 「緑の経済成長」とは、GHGを削減しながら成長す
 るシナリオ。

• そのシナリオの下、新しい産業を創出し、付加価値
 と雇用を増やす、新しい成長経路を目指す。



成長と環境の「両立」は可能



拡大する環境産業(1)



拡大する環境産業(2)



様々な産業領域の「苗床」としての役割



主要三施策は「緑の成長」を通じて低
 

炭素経済への移行を促す政策手段

• そのために必要な条件

1)全経済セクターをカバーし、適切な移行インセン

ティブを与えることができる

2)低炭素経済の「経済性」についての判断基準を示

すことができる

3)イノベーションを引き起こすことができる

4)企業、投資家に低炭素経済へ向けたビジネス・コ

ンフィデンス(確信)を与えることができる



主要三政策の役割分担

【A】GHG削減のための政策手段

• 排出量取引制度(ETS)・・・大口のGHG排出者をカ
 バー

• 環境税・・・全経済セクターを広く薄くカバー

【B】再生可能エネルギー普及促進のための政
 策手段

• 全量固定価格買取制度・・・全経済セクターをカバー



環境税とETSは2重規制か？



環境税とETSは二重負担か？



炭素価格がもたらす投資判断基準



主要三施策とイノベーション(環境税)



主要三施策とイノベーション(再生可
 

能エネルギー全量買取制度)



ビジネス・コンフィデンス(確信)を強化



政策を総動員して「緑の成長」を



価格変動性と対処法



スマートに設計された主要三政策は、
 

拠点の海外移転を引き起こさない



排出量取引制度の特段の重要性

• 直接排出でみて6割を占める「エネルギー転換」、「産業」部
 門をカバー

• ボトムアップ型で積み上げられた排出削減総量を「法定化」
• 個別企業の排出枠を交付することで、個別企業の取組みを

 「透明化」、「評価可能」に
• 削減を行う企業が報われる仕組みを構築・ルール化を図るこ

 とで、低炭素投資に誘導
• 「炭素価格」を付けることで、投資判断に影響
• 低炭素経済へ向けた中長期シグナルを付与
• もちろん、初期投資への金融支援措置、低炭素型インフラの

 公的整備など、他の政策によっても補完される必要
• 低炭素経済への移行にともなって生じる問題に対処する必

 要性(所得分配問題、産業構造の転換問題)
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